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総   括 主要な施策の成果の概要

 平成３０年度は、平成２８年度から平成３２年度の５年間を復興・創生期間として定め

た中盤であり、引き続き復興事業を進めるとともに、地方創生事業費等を活用して交流人

口の拡大を進める活動の枠組みを作り出すなどの町全体の復興へ向けての取り組みも開始

した。決算総額は９８億７３，２５５千円と前年度と比較して１３億７２，９９８千円の

減額となった。これは過去２年の事業の成果により、除染対策事業費２億２２，４５９千

円、農業水利施設保全再生事業費１億３６，１３３千円、デジタル防災行政無線整備事業

１億９６６千円のそれぞれ減額によるものが大きい。 

主な事業としては、平成２９年度からの３年の継続事業として実施している粗飼料生産

流通拠点施設整備事業費（３億６９，７７８千円）及び町防災行政無線経費（１億１２，

５８３千円）は中間年を迎えそれぞれ終盤に向け、成果を上げているところである。 

復興・復旧に係る事業に関しては、事業が進行し全体的な決算額は減額となっているも

のの、３０年度から新規で行っている山木屋地区帰還再生生活道路整備工事費（８６，２

８２千円）、前年度から引き続き実施しているモニタリング事業（５２，４１４千円）、

福島原子力災害避難区域等帰還・再生加速事業費（１億４９，８１７千円）、営農再開支

援事業費（１億１８，９６９千円）、農業水利施設保全再生事業費（１億４４，４９６千

円）などを着実に行うとともに、福島再生加速化交付金を活用した農業基盤整備促進事業

においては繰越明許費を含め４億３０，９０３千円と前年度比３億４１，７２０千円の増

額となるなど、新たな復興のステージにむけての施策を行ったところである。 

道の駅川俣については、平成２８年度に策定された「道の駅川俣活性化計画」に位置付

けられた目標を達成するための再整備に係る設計業務に着手した。 

このほか、ソフト面では人材育成基金を活用した中学生のシンガポール派遣事業や、小

学６年生を対象とした英語合宿、アルゼンチン共和国コスキン市への派遣事業などを行

い、これからの町を担う子ども達の幅広い視野と国際感覚の育成に努めた。 

歳入においては、町民法人税が法人数の増加及び一部の法人が業績好調により収入額が

増加したことや、固定資産税（家屋）が新築家屋の増加により総額となったことにより、

町税収入全体で約６，４００万円の大幅増となった。また、繰入金においては、復興事業

である農業基盤整備促進事業費等の財源として充当する帰還環境整備交付金基金からの繰

入金が４億３３，３５４千円と増額となった。諸収入においては、東京電力からの賠償金

２億２７，６５１千円が臨時的に収入されたことにより大幅な増額となった。 

次に、歳出における目的別の主要な施策の成果の概要は次のとおりである。 

１ 総務費では、除染対策事業費として仮置場管理、整備工事を行うとともに、汚染物質 

運搬業務を行った。また、山木屋地区帰還再生生活道路整備工事など原子力災害避難区 

域帰還整備にむけての事業を行った。 

２ 民生費では、国の特別交付金を財源とし、地域医療確保対策事業補助金として

公的病院（済生会川俣病院）に補助金を新規に交付したほか、自立支援給付事

業、介護保険、国民健康保険、後期高齢者医療など町民が安心して暮らせるため

の社会保障に対する給付、繰出金の支出などを行った。 

３ 衛生費では、昨年度に引き続き、町民の放射線対策の一環として内部被ばく検査を行

った。あわせて震災後休止していた側溝清掃を再開した。また、役場庁舎内に「子育て

世代包括支援センター」を新設し、妊娠期から子育て期までの総合支援を行うための拠

点整備を行った。 

４ 農林水産業費では、農業の分野では前年度に引き続き山木屋地区での営農再開を目指

す重点事業である粗飼料生産流通拠点施設整備事業、農業基盤整備事業、営農再開事業

を実施し、それぞれの成果を上げているところである。施設園芸導入推進事業において

は、低コスト耐候性鉄骨ハウスの整備を２箇所行った。林業の分野では、震災・原発事

故により停滞した森林整備の復興のため、林業専用道路の整備や、ふくしま森林再生事

業として間伐等の森林施業と路網整備を一体的に実施した。 

５ 商工費では、生産力、販売力強化のための「道の駅川俣」再整備に向けて、プロポー

ザル方式により候補業者を選定し、基本構想から実施設計までを実施した。また、前年

度に引き続き、福島県事業再開・帰還促進事業を活用したプレミアム付商品券発行事業

を実施し、町内の需要喚起と経済活性化を図った。 

６ 土木費では、前年度から引き続き、福島帰還再生加速事業を活用して、山木屋地区の

町道・林道の機能回復を図るため、道路の舗装復旧工事を実施した。また、橋りょう長

寿命化修繕計画に基づき、畝歩内橋の修繕工事を実施した。公営住宅においては、公営

住宅長寿命化計画に基づき、壁沢団地１号棟外壁改修工事を行い、住民の安全で快適な

生活に寄与した。 

７ 消防費では、消防施設の整備においては、旧山木屋細畑消防屯所及び大綱木天神下消

防屯所の解体工事を行い、また、池ノ入の第１分団消防屯所の新築工事に着手した。平

成２９年度からの３年の継続事業として実施しているデジタル防災行政無線整備工事に

ついても、屋外拡声子局３５局の設置を行うなど着実に事業を実施した。 

８ 教育費では、平成３０年度に開校した山木屋小中学校においてさらなる環境整備

を整えるため太陽光発電設置工事を行った。川俣中学校においてもＦＦ石油暖房機

の改修工事を行い、教育環境の向上に寄与した。また、老朽化が進み使用が困難と

なった川俣プールは、住民に惜しまれながらもその役割を終え、解体となった。 

９ 災害復旧費では、国の福島原子力災害避難区域等帰還・再生加速事業を活用して、原

発事故以降に進んだ法面や水路の崩壊について、修繕及び測量設計を行った。 

このほか、具体的な成果の概要については、２ページ以降に記載のとおりである。 



＜表２＞歳入の状況　　（決算統計より引用）
総   括

　１．財政指標による財政分析
＜表１＞ 　（決算統計より引用） 1,267,465 1,267,465 1,203,463 1,203,463 64,002 5.3

平成30年度 平成29年度 比較 増減率 78,190 78,190 79,233 79,233 △ 1,043 △ 1.3
1,359,449 1,369,985 △ 10,536 △ 0.8 1,628 1,628 1,748 1,748 △ 120 △ 6.9
3,532,414 3,540,896 △ 8,482 △ 0.2 2,940 2,940 3,738 3,738 △ 798 △ 21.3

0 0 0 － 2,329 2,329 3,537 3,537 △ 1,208 △ 34.2
① 2,172,965 2,168,118 4,847 0.2 268,846 268,846 254,979 254,979 13,867 5.4
② 193,670 185,485 8,185 4.4 17,447 17,447 18,774 18,774 △ 1,327 △ 7.1

2,366,635 2,353,603 13,032 0.6 3,356 3,356 3,005 3,005 351 11.7
1,713,668 1,726,207 △ 12,539 △ 0.7 2,900,025 2,172,965 4,134,004 2,168,118 4,847 0.2
4,080,303 4,079,810 493 0.0 1,461 1,461 1,721 1,721 △ 260 △ 15.1

0.39 0.38 0.01 － 49,201 － 28,969 － － －
90.6 91.3 △ 0.7 － 119,708 25,652 121,959 2,896 22,756 785.8

3,650,345 3,590,232 60,113 1.7 1,675,749 － 2,654,969 － － －
4,029,193 3,930,489 98,704 2.5 2,024,553 － 1,982,994 － － －

2.1 2.2 △ 0.1 － 19,099 6,913 29,377 3,757 3,156 84.0
3.4 2.8 0.6 － 30,833 － 57,961 － － －

6,695,533 6,667,467 28,066 0.4 495,265 － 143,973 － － －
※ － － － － 535,082 － 416,109 － － －
※ － － － － 422,107 1 178,312 35 △ 34 △ 97.1
※ 3.9 3.1 0.8 － 494,600 180,000 603,685 185,485 △ 5,485 △ 3.0
※ 37.8 58.7 △ 20.9 － 180,000 180,000 185,485 185,485 △ 5,485 △ 3.0

490,320 488,559 1,761 0.4 － － － － － －
95.2 95.0 0.2 － ※ ※

1,579,825 1,312,437 267,388 20.4 4,029,193 3,930,489

＜表３＞性質別歳出の状況　　（決算統計より引用）

1,047,492 977,025 1,053,086 948,290 28,735 3.0
565,770 123,098 572,958 114,493 8,605 7.5
505,257 485,840 489,598 470,177 15,663 3.3
2,118,519 1,585,963 2,115,642 1,532,960 53,003 3.5
1,544,441 926,244 2,636,408 911,738 14,506 1.6
63,078 44,945 39,790 31,245 13,700 43.8
992,979 582,944 862,528 547,625 35,319 6.4
146,561 － 797,555 － － －

－ － － － － －
70,000 － 70,000 － － －
731,345 510,249 708,195 566,664 △ 56,415 △ 10.0
3,548,404 2,064,382 5,114,476 2,057,272 7,110 0.3
3,608,101 － 3,818,619 － － －
598,231 － 197,516 － － －
4,206,332 － 4,016,135 － － －

※ ※
3,650,345 3,590,232
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平成３０年度一般会計歳入歳出決算における財政指標は<表１>に示したとおりである。この
うち、前年度と比較し数値に変動のあった主なものは次のとおりである。
まず、普通交付税の基準財政収入額については、除染関連事業の縮小による企業の業績
の減少による町民税の法人税割の減少等により対前年度比△０．８％、１０，５３６千円の減額
となった。基準財政需要額においても、地域経済・雇用対策費の算定廃止、包括算定経費
（人口）における単位費用の減などにより、全体で△０．２％、８，４８２千円の微減となったもの
である。
また、標準財政規模については、算定の基礎となる標準税収入額は減額となったものの、
普通交付税額及び臨時財政対策債可能額がそれを上回る増額となったことから、４９３ポイン
トの微増となった。地方自治体の財政状況（財政の硬直性）の判断指標となる経常収支比率
については、前年度９１．３％から０．７ポイント減少し、９０．６％となった。要因としては、分母
となる歳入の経常一般財源の額が、地方税収入の伸びを中心として全体として増額となった
ことによる。
公債費比率は、前年度の２．８から０.６ポイント増加した３．４となった。これは、分母を減らす
要因となる地方交付税の基準財政需要額に算入された公債費が減額したことに対し、分子と
なる年間の元利償還金が増額したことによるものである。
地方債の年度末現在高については、３０年度における起債発行額が元金償還額を上回った
ため、残高が増加する結果となった。
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の規定に基づき算定する実質公債費比率
は、先述の公債費の増加や一部事務組合の地方債償還に係る負担見込額の増加等により０．
８ポイント上昇した。その一方で、将来負担比率は前年度比△２０．９ポイントと大幅に改善し
た３７．８となった。これは、地方債現在高が増加ししたものの、財政調整基金の積み立てが
昨年度で約２億円増額となったこと、定年退職による職員の減及び職員の若年化したことに
より、将来に対する退職手当負担見込額が減少したことによるものである。



総   括

      平成３０年度一般会計の決算規模は、次のとおりである。

〈表4〉          （単位：千円、％）

平成30年度 平成29年度 比較 増減率

(A) 10,409,884 11,922,510 △ 1,512,626 △ 12.7

(B) 9,873,255 11,246,253 △ 1,372,998 △ 12.2

(C) 536,629 676,257 △ 139,628 △ 20.6

(D) 259,814 393,907 △ 134,093 △ 34.0

(E) 276,815 282,350 △ 5,535 △ 2.0

(F) △ 5,535 △ 158,511 152,976 △ 96.5

(G) 126,213 430,324 △ 304,111 △ 70.7

(H) － － － －

(I) － － － －

120,678 271,813 △ 151,135 △ 55.6

成　　　果　　　の　　　概　　　要

 １．決算規模

実 質 単 年 度 収 支
(F)+(G)+(H)-(I)

区           分

歳 入 総 額

歳 出 総 額

差 引 (A)-(B)

翌年度へ繰り越すべき財源

実 質 収 支 (C)-(D)

単 年 度 収 支

財政調整基金積立金

繰 上 償 還 金

財政調整基金取崩金

前年度と比較すると、歳入が１５億１２，６２６千円、１２．７％減、歳出も１３億７２，９９８

千円、１２．２％減となり、昨年度を大幅に下回る決算額となった。この決算額には、平

成２９年度から繰り越した、施設園芸導入推進事業費（５億４，１６０千円）、農業基盤整

備促進事業費（２億１６，２３４千円）、粗飼料生産流通拠点施設整備事業（１億４，９３５

千円）など１２億５５，５５２千円を含む決算総額となっている。

平成３０年度の決算収支の状況については、歳入歳出差引額（形式収支）が５億３６，

６２９千円、翌年度へ繰り越す財源を差し引いた実質収支は２億７６，８１５千円となり、

財政調整基金へ１億２６，２１３千円を積み立てたことにより、実質単年度収支では１億２

０,６７８千円の黒字となったものである。

２．歳 入

(1) 総 括

平成３０年度の歳入総額は１０４億９，８８４千円で、前年度（１１９億２２，５１０千円）と比

べ １５億１２，６２６千円、１２．７％の減となった。

歳入決算額の内訳は＜表５＞のとおりであり、構成比が最も大きいのは地方交付

税２９億２５千円（２７．９％）で、続いて県支出金２０億２４，０３０千円（１９．４％）、国

庫支出金１６億７６，２７２千円（１６．１％）、町税１２億６７，４６５千円（１２．２％）、繰

越金５億３５，０８２千円（５．１％）、繰入金４億９５，２６５千円（４．８％）の順に大きな

比率を占めている。

前年度と比較すると、町税が６４，００２千円、５．３パーセントの増額となっている。これ

は、固定資産税において７８，２８４千円の増額があったことが大きい。

また、地方交付税が△１２億３３，９７９千円、２９．８％の減額となっているが、これは、震災復

興特別交付税による減額で、山木屋小中学校建設事業の終了や粗飼料生産流通拠点施設整

備事業、施設園芸導入推進事業等の決算額の減額によるものが大きい。 これらの事業の決

算額は国庫支出金の総額の減にも影響しており、９億７９，１０９千円、３６．９％の減額となった。

一方、繰入金が３億５１，２９２千円、２４４．０％と大幅に増額となっているが、これは、農業基

盤整備促進事業の充当財源となっている帰還環境整備交付金基金からの繰入金が前年度より

２億６４，８３３千円ほど増額となったことによるものである。

諸収入においては、東京電力からの損害賠償金が２億２７，６５１千円と臨時的収入があった

ため、大幅な増額決算となった。

町債については、平成３０年度は起債の発行額を抑えた成果により、前年度比１億９，０８５千

円、△１８．１％の減額となった。

平成３０年度一般会計決算の概要

<表５>　一　般　会　計　歳　入　決　算　総　括
（単位：千円，％）

収入済額 不 納 収 入 調定に対す収 入前 年 度 の収入済額の対 増減率
区　　　分 予算現額 調 定 額 る収入割合構 成 比収 入 済 額前年度増減額

（Ａ） 欠 損 額 未 済 額 （％） （％） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） （％）

 1.町税 1,267,949 1,331,674 1,267,465 4,175 60,034 95.2 12.2 1,203,463 64,002 5.3

 2.地方譲与税 77,751 78,190 78,190 100.0 0.8 79,233 △ 1,043 △ 1.3

 3.利子割交付金 1,700 1,628 1,628 100.0 0.0 1,748 △ 120 △ 6.9

 4.配当割交付金 2,940 2,940 2,940 100.0 0.0 3,738 △ 798 △ 21.3

 5.株式等譲渡所得割交付金 2,329 2,329 2,329 100.0 0.0 3,537 △ 1,208 △ 34.2

 6.地方消費税交付金 245,469 268,846 268,846 100.0 2.6 254,979 13,867 5.4

 8.自動車取得税交付金 17,447 17,447 17,447 100.0 0.2 18,774 △ 1,327 △ 7.1

 9.地方特例交付金 3,356 3,356 3,356 100.0 0.0 3,005 351 11.7

10.地方交付税 2,899,849 2,900,025 2,900,025 100.0 27.9 4,134,004 △ 1,233,979 △ 29.8

11.交通安全対策特別交付金 1,600 1,461 1,461 100.0 0.0 1,721 △ 260 △ 15.1

12.分担金及び負担金 51,354 54,562 52,685 1,877 96.6 0.5 32,695 19,990 61.1

13.使用料及び手数料 113,154 119,660 115,840 3,820 96.8 1.1 117,834 △ 1,994 △ 1.7

14.国庫支出金 1,757,622 1,676,272 1,676,272 100.0 16.1 2,655,381 △ 979,109 △ 36.9

15.県支出金 2,351,903 2,024,030 2,024,030 100.0 19.4 1,982,582 41,448 2.1

16.財産収入 18,442 19,147 19,099 48 99.7 0.2 29,377 △ 10,278 △ 35.0

17.寄附金 30,955 30,833 30,833 100.0 0.3 57,961 △ 27,128 △ 46.8

18.繰入金 842,670 495,265 495,265 100.0 4.8 143,973 351,292 244.0

19.繰越金 535,082 535,082 535,082 100.0 5.1 416,109 118,973 28.6

20.諸収入 432,786 422,617 422,491 126 100.0 4.1 178,711 243,780 136.4

21.町債 581,700 494,600 494,600 100.0 4.7 603,685 △ 109,085 △ 18.1

歳  入  合  計 11,236,058 10,479,964 10,409,884 4,175 65,905 99.3 100.0 11,922,510 △ 1,512,626 △ 12.7
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成　　　果　　　の　　　概　　　要

その他、＜表６＞の軽自動車については、前年度より微増の２４７千円、０．５％

の増加となった。町たばこ税については、町内でのたばこ購入本数が減少したこと

により、前年度と比べ４，１３６千円、４．６％の減となった。

（３） 地方交付税

地方交付税の決算額は、２９億２５千円で、前年度（４１億３４，００４千円）と比べ１

２億３３，９７９千円、２９．８％の減となり、歳入総額に占める地方交付税総額の割

合は２７．９％となった。

普通交付税については、基準財政収入額が、固定資産税（家屋）、地方消費税

交付金の増加に対し、町民税（法人税割）、市町村たばこ税、、東日本大震災に係

る特例加算金の減額の減額により１０，５３６千円、△０．８％の減額となった。一方、

基準財政需要額では、その他の教育費、保健衛生費、徴税費等が係数の増など

により増額となったが、地域経済・雇用対策費、包括算定経費（人口）の減額により、

８，４８２千円、△０．２％の減額となった。結果、基準財政収入額の減額が需要額

の減額を上回る形となり総額としては４，８４７千円の微増となった。

特別交付税については、追加財政需要額の減額等に交付総額は１億９９，９２２

千円となり、前年度比△１３，６７０千円、△６．４％の減額となった。

震災復興特別交付税については、山木屋小中学校・幼稚園建設事業の終了や、

施設園芸導入推進事業、粗飼料生産流通拠点施設整備事業の決算額の縮小等

により、交付総額は５億２７，１３８千円で、前年度比△１２億２５，１５６千円、△６９．

９％の大幅な減額となった。

町税のうち主要な科目である町民税及び固定資産税の状況＜表７＞を見ると、

町民税の法人分については、前年度と比べ９，１５５千円、１０．０％の増となった。

これは、法人数の増加及び一部の法人が業績好調により納税額が増加したことに

よるものである。

固定資産税については、土地と償却資産については前年度より微増したが、特

に家屋においては、家屋の滅失よりも新築家屋が大幅に大きかったため、結果納

税額も増加したことにより前年度比７６，５２３千円、１６．５％の大幅な増額となった。

(2) 町 税

町税は、決算額１２億６７，４６５千円で、前年度（１２億３，４６３千円）と比較して６

４，００２千円、５．３％の増となった。歳入総額における構成比では前年度（１０．

１％ ）を２．１ポイント上回る１２．２％となり、歳入に占める町税の割合が増加した。

税目ごとの構成比では、最も高いのが町民税４６．６％（前年度４９．９％）である

が、決算額としては昨年より１０，３９３千円の減額となっており、町税全体に占める

割合は減少した。一方、交付金を含めた固定資産税は前年度比７８，２８４千円と

大幅増となり、町税全体に占める割合も４２．８％（前年度３８．６％）に増加した。

次いで、町たばこ税６．８％（前年度７．５％）、軽自動車税３．８％（前年度４．０％）

の順となっている。

<表６>

平成30年度 平成29年度 比　　較

区      分 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 (A)-(B) 増減率

（Ａ） （％） （Ａ） （％） （％）

個 人 489,456 38.6 509,004 42.3 △ 19,548 △ 3.8

町 法 人 100,966 8.0 91,811 7.6 9,155 10.0

計 590,422 46.6 600,815 49.9 △ 10,393 △ 1.7

固 定 資 産 税 540,284 42.6 463,761 38.5 76,523 16.5

交 付 金 2,879 0.2 1,118 0.1 1,761 157.5

計 543,163 42.8 464,879 38.6 78,284 16.8

48,273 3.8 48,026 4.0 247 0.5

税 85,607 6.8 89,743 7.5 △ 4,136 △ 4.6

1,267,465 100.0 1,203,463 100.0 64,002 5.3

（単位：千円，％）

町

民

税

固

定

資

産

税

95.0 増減なし

軽 自 動 車 税

町 た ば こ 税

徴収率 95.0

合　　計

<表７>

平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 比　　較

区      分 決 算 額 決 算 額 (A)-(B) 増減率

（A） （B） （％）

均 等 割 21,536 21,887 △ 351 △ 1.6

個 人 所 得 割 467,920 487,117 △ 19,197 △ 3.9

計 489,456 509,004 △ 19,548 △ 3.8

均 等 割 37,791 32,049 5,742 17.9

法 人 法 人 税 割 63,175 59,762 3,413 5.7

計 100,966 91,811 9,155 10.0

590,422 600,815 △ 10,393 △ 1.7

う ち 土 地 174,297 172,775 1,522 0.9

純固定 家 屋 237,541 167,334 70,207 42.0

資産税 償 却 資 産 128,446 123,652 4,794 3.9

540,284 463,761 76,523 16.5

合計

町

民

税

固

定

資

産

税

（単位：千円，％）

合計
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＜図１＞　歳入決算の構成比

成　　　果　　　の　　　概　　　要

(4) 国庫支出金

国庫支出金の歳入決算額は、１６億７６，２７２千円となっており、対前年度比では９

億７９，１０９千円、△３６．９％の大幅減となった。

増額の主な内訳としては、山木屋地区の道路維持修繕事業費の財源となる福島

避難解除等区域生活環境整備事業委託金が前年度比４億５１，２５８千円の増額が

大きい。

また、減額の主な内訳としては、福島再生加速化交付金が前年度決算額１２億３１，

６１３千円から８億９２，１５７千円減額となったことが主な要因である。これは、山木屋

小中学校建設事業にかかるものが皆減したことによるものである。

その他、社会保障・福祉にかかる国庫支出金も、介護・訓練等給付費国庫負担金

１億１，６８０千円、児童手当国庫負担金１億４，０６２千円も例年同様に受け入れて

おり、国庫支出金の大きな割合を占めている。

（5） 町 債

町債の歳入決算額は、４億９４，６００千円となっており、対前年度比では１億９，０

８５千円、１８．１％の減となっている。

ふもとがわ団地１号棟の外壁補修工事の財源となった公営住宅長寿命化対策事

業債が２２，４００千円、川俣プール解体工事の財源となった体育施設解体事業債２

８，９００千円が新規事業として皆増になった一方で、デジタル防災行政無線整備事

業債が１億１０，２００千円の減、大作集会所建設工事終了により集会施設建設事業

債２１，６００千円が皆減するなど、町債全体としては減額となった。

（6） 歳入の構造

以上の結果、一般財源（町税・地方譲与税・利子割交付金・配当割交付金・株式

等譲渡所得割交付金・地方消費税交付金・自動車取得税交付金・地方特例交付

金・地方交付税・交通安全対策特別交付金）の合計は、４５億４３，６８７千円となり、

対前年度比で１１億６０，５１５千円、２０.３％減となった。歳入総額に占める一般財

源の割合は４３．７％で前年度の４７．８％を４．１ポイント下回った。また、特定財源

の合計は５８億６６，１９７千円となり、対前年度比で３億５２，１１１千円、５．７％減と

なった。

歳入を自主財源と依存財源に分別した状況は、＜表８＞及び＜図１＞のとおりと

なるが、自主財源を前年度決算額で比較すると、構成比は前年度の１８．３％を１０

ポイント上回る２８．３％となっている。

分担金及び負担金 0.5%
寄付金 0.3%

地方交付税
27.9%

町債
4.7%

県支出金
19.4%

依存財源
71.7%

自主財源
28.3%

繰越金
5.1%

歳入

自動車取得税交付金 0.2%

配当割交付金

地方特例交付金
交通安全対策特別交付金

株式等譲渡所得割交付金
利子割交付金

地方消費税交付金
2.6%

地方譲与税 0.8%

10,409,884千円
100.0%

使用料及び手数料 1.1%

町税
12.2％

財産収入 0.2%

国庫支出金
16.1%

諸収入

4.1%

繰入金
4.8%

<表８>　自主・依存財源内訳

構成比 構成比

1,267,465 12.2 2,900,025 27.9

535,082 5.1 2,024,030 19.4

495,265 4.8 1,676,272 16.1

422,491 4.1 494,600 4.7

115,840 1.1 268,846 2.6

52,685 0.5 78,190 0.8

30,833 0.3 17,447 0.2

19,099 0.2 2,940 0.0

2,329 0.0

3,356 0.0

1,628 0.0

1,461 0.0

2,938,760 28.3 7,471,124 71.7

前 年 度 の 自 主 財 源 2,180,123 25.8 前 年 度 の 依 存 財 源 9,742,387 81.7

平成30年度－平成29年度 758,637 2.5 平成30年度－平成29年度 △ 2,271,263 △ 10.0

参
考

使 用 料 及 び 手 数 料

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

合　　計

財 産 収 入

寄 付 金

町 税

繰 入 金

分 担 金 及 び 負 担 金

（単位：千円、％）

依　　　存　　　財　　　源

地 方 交 付 税

諸 収 入

繰 越 金

国 庫 支 出 金

町 債

県 支 出 金

自     主     財     源

地 方 消 費 税 交 付 金

交通安全対策特別交付金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 譲 与 税

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

合　　計

参
考
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＜図２＞　一般会計歳出決算の構成比　（目的別）

成　　　果　　　の　　　概　　　要

３．歳 出

平成３０年度の歳出決算総額は９８億７３，２５５千円（うち前年度繰越分１２億５５，５５２千
円）で、前年度の１１２億４６，２５３千円に比べ、 １３億７２，９９８千円、１２．２％の減となって
いる。

(1) 目的別歳出の状況

歳出決算額を行政目的別にみると、構成比が最も高いのは農林水産費で歳出決算総額
の２２．４％、次いで総務費２２．１％、民生費１７．５％などとなっている。前年度に比べ増減
率の大きいものは土木費６３．７％、農林水産費４３．３％､商工費２２．６％などが増となり、
教育費５３．８％、総務費３６．１％、災害復旧費２８．３％、消防費２５．１％などがそれぞれ
減となっている。
総務費は、前年度比１２億３１，８９５千円、３６．１％の減額となった。これは除染対策事業
費が２億２２，４５９千円、前年度に繰越事業として実施した山木屋地区復興拠点整備事業
費３億２２，７９４千円の減額など、復興・復旧事業の進行による減額及び、帰還環境整備
交付金基金積立金３億５１，１４９千円の皆減、財政調整基金積立金が３億０４，１１２千円の
減額によるものが大きい。
農林水産費は、６億６９，５５９千円の増となった。増額となった主な事業については、施
設園芸導入推進事業費（繰越明許費等含む）が１億２８，３１０千円、農業基盤整備促進事
業費（繰越明許費含む）が３億４１，７２１千円、ふくしま森林再生事業費６６，１２８千円がそ
れぞれ増額となったほか、林業専用道路整備事業費４１，８５２千円を新たに支出したこと
によるものである。
商工費については、工業団地事業費において西部工業団地敷地造成に係る繰出金を
支出したため２１，７４３千円の増額となったほか、商工業振興事業諸経費においてプレミア
ム付商品券発行事業（帰還促進分）等の事業を実施たことにより１７，３４０千円増額となり、
全体では４６，８１９千円、２２．６％の増となった。
土木費は２９年度に繰越事業として実施した道路施設定期点検事業費３２，６３７千円や
福島帰還再生加速事業を活用して実施した河川維持補修事業費が皆減した一方、同じく
福島帰還加速事業である道路維持補修事業費で前年度比で３億９１，４６３千円増となる４
億４８，９１９千円を支出したことにより全体で３億５８，５４４千円、６３．７％の増額となった。
消防費は、消防施設整備事業費において第１分団消防屯所新築工事に係る経費２０，８
４４千円が増額となったが、２９年度に実施した山木屋地区消防屯所や東福沢消防コミュニ
ティセンターの新築工事の完了により８２，３２６千円の減額となった。また、３年間の継続事
業で実施しているデジタル防災行政無線整備事業が２年目を迎え、着実に進行しているこ
とにより事業費は１億１１，４６７千円の減額となり、消防費全体では１億８３，０１７千円、２５．
１％の減額となった。
教育費は、１０億６７，２９４千円の大幅減となった。これは、山木屋小中学校建設事業費
及び山木屋幼稚園改修事業費の終了により１１億６９，６９２千円が減額したことによるもの
である。
災害復旧費については、平成２７年９月に発生した関東・東北豪雨災害による被災箇所
の災害復旧工事の前年度からの繰越事業の完了等により、全体では４５，９２９千円の減額
となった。
公債費については、平成２７年度に借入れをおこなった、町道整備事業（杉坂大木田線）
に係る起債の元金償還開始等により元利償還金が増加したことなどにより、１５，６５９千円
の増となった。
なお、目的別歳出決算額の内訳は＜表９＞ 、 ＜図２＞ のとおりである。

<表９>　一般会計歳出決算内訳　（目的別）

比　　較
区　　　分 決算額 構成比 決算額 構成比 増減率

（Ａ） （％） （B） （％） （％）

 1.議会費 100,153 1.0 97,895 0.9 2,258 2.3

 2.総務費 2,181,764 22.1 3,413,659 30.4 △ 1,231,895 △ 36.1

 3.民生費 1,723,350 17.5 1,651,597 14.7 71,753 4.3

 4.衛生費 391,223 4.0 400,678 3.6 △ 9,455 △ 2.4

 5.農林水産業費 2,215,624 22.4 1,546,065 13.7 669,559 43.3

 6.商工費 253,757 2.6 206,938 1.8 46,819 22.6

 7.土木費 921,377 9.3 562,833 5.0 358,544 63.7

 8.消防費 547,109 5.5 730,126 6.5 △ 183,017 △ 25.1

 9.教育費 917,213 9.3 1,984,507 17.6 △ 1,067,294 △ 53.8

10.災害復旧費 116,428 1.2 162,357 1.4 △ 45,929 △ 28.3

11.公債費 505,257 5.1 489,598 4.4 15,659 3.2

歳  出  合  計 9,873,255 100.0 11,246,253 100.0 △ 1,372,998 △ 12.2

（単位：千円，％）
平成30年度 平成29年度

(A)-(B)

民生費
17.5%

衛生費
4.0%

歳出

農林水産費
22.4%

公債費
5.1%

総務費
22.1%

商工費 2.6%

土木費
9.3%

議会費 1.0%

教育費 9.3%

消防費
5.5%

9,873,255千円

100.0%

災害復旧費 1.2%



総   括

＜図３＞　一般会計歳出決算の構成比 　（性質別）

成　　　果　　　の　　　概　　　要

（2） 性質別歳出の状況

歳出決算額を性質別に分類すると、 義務的経費、投資的経費、その他の経費に

大別することができる。

義務的経費・人件費のうち職員給は県人事委員会勧告により、全体的に引上げ

となったことや、災害復旧費における事業費支弁人件費を事業縮小により通常の

人件費に振り替えたことにより対前年度比１８，０８０千円、３．０％の増となったとこ

ろである。

扶助費では、児童手当の支給対象人数の減による支出額の減などにより対前年

度比７，１８８千円、１．３％の減となった。

公債費は、（１）目的別歳出の状況で述べたとおり、起債の元金償還の開始によ

る増額となり、１５，６５９千円、３．２％の増となった。

投資的経費となる普通建設事業費は、３６億８，１０１千円となり、前年度比２億１０，

５１８千円、５．５％の減額となっている。これは、消防費の単独事業において、デジ

タル防災行政無線整備事業で１億９６６千円、消防施設整備事業費で７５，８４４千

円が減額となったことによるものである。

災害復旧事業費は、平成２７年９月発生の関東・東北豪雨災害の災害復旧工事

の完了等により減額となったが、道路災害復旧において道路維持修繕事業費（福

島帰還再生加速事業）として４億４８，９１８千円増額となった影響で全体としては、

対前年度比４億７１５千円、２０２．９％の大幅増となった。

その他の経費のうち物件費については、対前年度比１０億９１，９６７千円４１．４％

の減となっているが、これは除染作業の進捗に伴い除染対策事業費が７億７９，４５

３千円の大幅減額となったことが主な要因である。

補助費等については、地域医療確保対策事業補助金５０，０００千円、営農再開

支援事業補助金１億１６，３２５千円の皆増により、前年度比１億３０，４５１千円、１５．

１％の増額となった。

その他の経費のうちのその他については、積立金や貸付金などであるが、積立

金については、財政調整基金積立金３億４，００３千円の減額、帰還環境整備交付

金基金積立金３億５１，１４９千円の皆減などによるものである。貸付金については、

前年と同額である。

なお、性質別歳出決算額の内訳は＜表１０＞、＜図３＞のとおりである。

補助費等
10.1%

繰出金
7.4%

義務的
経費
21.4%

扶助費
5.7%

物件費
15.7%

公債費
5.1%

人件費
10.6%

歳出

投資的
経費
42.6%

その他
の経費
36.0%

維持補修費 0.6%

普通建設

事業費
36.5%

その他
（積立金・貸付金）

2.2%

9,873,255千円

100.0%

災害復旧
事業費
6.1%

＜表１０＞　一般会計歳出決算内訳　（性質別）　（決算統計より引用）

比　　較

決算額 構成比 決算額 構成比 (A)-(B) 増減率

（Ａ） （％） （B） （％）  （％）

2,118,519 21.4 2,115,642 18.8 2,877 0.1

　人件費 1,047,492 10.6 1,053,086 9.4 △ 5,594 △ 0.5

うち職員給 624,963 6.3 606,883 5.4 18,080 3.0

　扶助費 565,770 5.7 572,958 5.1 △ 7,188 △ 1.3

　公債費 505,257 5.1 489,598 4.3 15,659 3.2

4,206,332 42.6 4,016,135 35.8 190,197 4.7

　普通建設事業費 3,608,101 36.5 3,818,619 34.0 △ 210,518 △ 5.5

　災害復旧事業費 598,231 6.1 197,516 1.8 400,715 202.9

3,548,404 36.0 5,114,476 45.4 △ 1,566,072 △ 30.6

　物件費 1,544,441 15.7 2,636,408 23.4 △ 1,091,967 △ 41.4

　補助費等 992,979 10.1 862,528 7.7 130,451 15.1

　繰出金 731,345 7.4 708,195 6.3 23,150 3.3

  維持補修費 63,078 0.6 39,790 0.3 23,288 58.5

  その他 216,561 2.2 867,555 7.7 △ 650,994 △ 75.0

9,873,255 100.0 11,246,253 100.0 △ 1,372,998 △ 12.2歳  出  合  計

（単位：千円，％）

義務的経費

投資的経費

その他の経費

区　　　分

平成30年度 平成29年度



（単位：千円）

区　　　　　　　分 予 算 現 額 決 算 額 執 行 率 実質収支額 摘　                 　　　　　要

歳　入 11,236,058 10,409,884 92.6 翌年度へ繰り越すべき財源　259,814千円

歳　出 11,236,058 9,873,255 87.9 276,815

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 歳　入 1,782,925 1,801,252 101.0

（ 事 業 勘 定 ） 歳　出 1,782,925 1,735,732 97.4 65,520

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 歳　入 12,830 12,827 100.0

（ 診 療 施 設 勘 定 ） 歳　出 12,830 12,827 100.0 0

歳　入 2,025,649 2,035,420 100.5

歳　出 2,025,649 1,902,532 93.9 132,888

歳　入 185,216 184,554 99.6

歳　出 185,216 184,505 99.6 49

歳　入 9,664 9,523 98.5

歳　出 9,664 8,096 83.8 1,427

歳　入 21,921 21,918 100.0

歳　出 21,921 21,918 100.0 0

歳　入 68,194 41,879 61.4

歳　出 68,194 41,879 61.4 0

歳　入 12,030 12,030 100.0

歳　出 12,030 228 1.9 11,802

歳　入 11,751 11,749 100.0

歳　出 11,751 180 1.5 11,569

歳　入 750 931 124.1

歳　出 750 84 11.2 847

歳　入 2,952 3,422 115.9

歳　出 2,952 96 3.3 3,326

歳　入 612 611 99.8

歳　出 612 95 15.5 516

収　益 歳　入 280,030 274,058 97.9

関　係 歳　出 273,373 253,404 92.7 20,654

資　本 歳　入 61,419 54,322 88.4

関　係 歳　出 172,030 138,318 80.4 ▲ 83,996

飯 坂 財 産 区 特 別 会 計

大 綱 木 財 産 区 特 別 会 計

一 般 会 計

川俣町奨学資金特別会計

介 護 保 険 特 別 会 計

後期高齢者医療特別会計

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計

工業団地造成事業特別会計

平成３０年度　川俣町一般会計・特別会計歳入歳出決算総括

収入額が支出額に不足する額83,996千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整
額3,799千円、過年度分損益勘定留保資金25,685千円、当年度分損益勘定留保資金54,512千
円で補填した。

小 綱 木 財 産 区 特 別 会 計

山 木 屋 財 産 区 特 別 会 計

水 道 事 業 会 計

小 島 財 産 区 特 別 会 計



 歳出目的 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13   
歳出性質 議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費 農林水産業費 商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 災害復旧費 公 債 費 予 備 費 計 構 成 比

1 人件費 81,314 504,329 82,757 68,866 60,121 24,138 37,290 18,494 170,183 1,047,492 10.6

2 物件費 18,108 368,607 295,567 181,880 100,812 53,854 85,247 60,518 25,792 354,056 1,544,441 15.6

3 維持補修費 962 2,724 1,673 20,612 107 31,307 422 5,271 63,078 0.6

4 扶助費 559,126 6,644 565,770 5.7

5 補助費等 731 84,163 155,884 114,700 2,503 211,299 34,435 6,081 257,444 125,738 1 992,979 10.2

 (1)国に対するもの 29 3,903 154 56 589 233 1 4,965 0.1

 (2)県に対するもの 4,241 120 1,607 5,968 0.1

(3)同級他団体に対するもの

(4)一部事務組合に対してするもの 12 591 776 100,683 251,740 353,802 3.6

 (5)その他に対するもの 719 83,543 146,964 13,743 2,503 211,243 34,435 6,081 3,508 125,505 628,244 6.4

6 普通建設事業費 91,192 564,187 22,643 1,663,044 7,095 857,824 144,080 258,036 3,608,101 36.5

 (1)補助事業費 55,938 545,349 21,491 1,518,209 5,180 684,708 164,888 2,995,763 30.3

 (2)単独事業費 35,254 18,838 1,152 60,835 1,915 173,116 144,080 93,148 528,338 5.3

 (3)県営事業負担金 84,000 84,000 0.9

(4)同級他団体施行事業負担金

7 災害復旧事業費 598,231 598,231 6.1

 (1)補助事業費 598,231 598,231 6.1

 (2)単独事業費

(3)県営事業費

8 失業対策事業費

 (1)補助事業費

 (2)単独事業費

9 公債費 505,257 505,257 5.1

10 積立金 146,020 19 20 1 501 146,561 1.5

11 投資及び出資金

12 貸付金 70,000 70,000 0.7

13 繰出金 708,151 23,128 1 65 731,345 7.4 　　※財源内訳計と純決算額との比較

100,153 1,195,273 2,368,415 389,782 103,315 2,008,931 244,150 993,021 446,297 920,429 598,232 505,257 9,873,255 100.0 純決算額 差額Ａ－Ｂ 差額の内訳

国庫支出金 88,907 284,316 21,764 100,784 183,602 15,200 189,033 94,293 564,004 1,541,903 15.6 1,676,272 ▲ 134,369

性質による振替分：▲523千円（県支出金へ）
充当先なし分：児童手当国庫負担金（過年度分）▲
278千円、養育医療国庫負担金▲90千円、土木施設
災害復旧費国庫負担金（過年度分）▲2,493千円、生
活拠点形成交付金（過年度分）▲53,166千円、福島再
生加速化交付金（過年度分）▲27,958千円、福島原子
力災害避難区域等帰還・再生加速事業委託金（過年
度分）▲49,861千円

同 県支出金 59,020 879,909 6,155 1,000,280 60,778 1,966 16,381 2,024,489 20.5 2,024,030 459
性質による振替分：523千円（国庫支出金から）
充当先なし分：養育医療負担金▲64千円

上 使用料・手数料 8,423 36,829 1,641 4 656 30,753 14,182 92,488 0.9 115,840 ▲ 23,352

性質による振替分：3,868千円（分担金・負担金・寄附
金から）
充当先なし分：電柱敷地等使用料▲1,192千円、道路
占用料▲2,403千円、公共用財産使用料▲503千円、
町営住宅・駐車場使用料▲22,844千円、自動販売機
敷地等使用料▲121千円、緊急通報システム利用手
数料（過年度分）▲3千円、屋外広告物事務手数料▲
114千円、住宅用家屋証明手数料▲40千円

財 分担金・負担金・寄附金 22,297 13,186 10,046 28,781 4,639 78,949 0.8 83,518 ▲ 4,569

性質による振替分：▲3,868千円（使用料・手数料へ）、
384千円（諸収入から）
充当先なし分：一般寄附金▲30千円、災害対策寄附
金▲1,055千円

源 財産収入 9,823 19 20 1 48 1 1 9,913 0.1 19,099 ▲ 9,186
充当先なし分：町有地売払収入▲1,500千円、町有
地・町有建物貸付料▲6,913千円、株式配当金▲770
千円、出資金利子割戻金▲3千円

内 繰入金・繰越金 45,251 5,431 328,162 31,679 417,373 2,116 54,826 4,334 889,172 9.0 1,030,347 ▲ 141,175 充当先なし分：繰越金▲141,175千円

訳 諸収入 11,214 3,482 1,819 485 74,171 182 8,864 55,707 14,778 170,702 1.7 422,491 ▲ 251,789

性質による振替分：▲384千円（分担金・負担金・寄附
金へ）
充当先なし分：延滞金▲1,251千円、預金利子▲1千
円、損害賠償金▲227,651千円、返還金▲12,087千
円、宝くじ交付金▲2,924千円、老人保健医療賠償金
▲650千円、物件移転補償▲6,841千円

地方債 6,500 118,700 133,100 28,900 27,400 314,600 3.2 494,600 ▲ 180,000 充当先なし分：臨時財政対策債▲180,000千円

一般財源等 100,153 943,838 1,145,243 358,383 2,531 496,397 61,618 224,967 302,217 627,358 2,494 485,840 4,751,039 48.1 4,543,687 207,352

Ａ Ｂ

歳    出    合    計

平成３０年度　一般会計性質別歳出決算内訳　（決算統計より引用）
（単位：千円、％）



（単位：千円、％）
款 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12   

節 議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 農林水産業費 商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 災害復旧費 公 債 費 予 備 費 計 構成比

１．報酬 34,464 13,635 778 5,501 36 115 17,714 8,209 80,452 0.8

２. 給料 12,339 201,122 43,098 36,961 42,964 12,664 34,595 76,013 459,756 4.7

３. 職員手当等 17,728 126,336 22,458 20,769 24,484 8,032 19,975 38,373 278,155 2.8

４. 共済費 16,603 72,405 13,558 11,218 13,923 3,856 10,402 31,600 173,565 1.8

５. 災害補償費

６. 恩給及び退職金

７. 賃金 7,916 10,506 2,154 4,013 2,288 65,761 92,638 0.9

８. 報償費 15,254 5,916 1,944 32,737 188 3,771 358 15,383 75,551 0.8

９. 旅費 5,913 4,205 37 62 868 743 52 10,204 1,758 23,842 0.2

10. 交際費 246 1,192 116 1,554 0.0

11. 需用費 554 48,171 4,752 7,944 3,265 10,491 13,261 10,351 100,515 199,304 2.0

12. 役務費 183 23,722 1,546 2,102 3,197 878 1,371 2,075 18,834 53,908 0.6

13. 委託料 5,169 993,740 241,488 167,910 305,479 77,399 64,776 111,139 138,990 9,357 2,115,447 21.4

14. 使用料及び賃借料 6,043 193,305 1,368 2,867 2,449 1,620 7,940 1,913 39,770 257,275 2.6

15. 工事請負費 148,068 105 436 1,433,336 1,199 753,214 135,829 229,828 107,070 2,809,085 28.5

16. 原材料費 7,830 1,967 412 172 10,381 0.1

17. 公有財産購入費 7,520 7,520 0.1

18. 備品購入費 1,832 198 876 15,120 689 17 467 18,156 37,355 0.4

19. 負担金補助及び交付金 911 177,239 300,435 131,859 320,167 40,543 1,542 255,928 126,357 1,354,981 13.7

20. 扶助費 554,501 6,644 561,145 5.7

21. 貸付金 70,000 70,000 0.7

22. 補償補填及び賠償金 234 3 858 145 1,240 0.0

23. 償還金利子及び割引料 7,573 4,907 154 56 1 505,257 517,948 5.2

24. 投資及び出資金

25. 積立金 146,020 19 20 1 501 146,561 1.5

26. 寄附金

27. 公課費 29 574 233 836 0.0

28. 繰出金 517,680 3,947 23,128 1 544,756 5.5

合　　　計 100,153 2,181,764 1,723,350 391,223 2,215,624 253,757 921,377 547,109 917,213 116,428 505,257 9,873,255 100.0

平成３０年度　一般会計節別歳出決算内訳



事　　　業　　　名

財政融資 簡　　保 郵　　貯

新 庁 舎 建 設 事 業 1,418,446 21.2 160,746 1,257,700

消 防 防 災 施 設 等 整 備 事 業 437,125 6.5 437,125

総 務 事 業 ・ そ の 他 52,340 0.8 4,673 37,200 10,467

小　　　　　計 1,907,911 28.5 4,673 0 0 37,200 171,213 1,694,825

民 生 費 地域総合整備資金（ふるさと融資） 46,354 0.7 46,354

衛 生 費 上 水 道 整 備 事 業 173,109 2.6 61,691 111,418

農林水産業費 農 業 施 設 整 備 事 業 1,398 0.0 1,398

道 路 橋 り ょ う 整 備 事 業 619,024 9.3 520,754 53,711 44,559

公 営 住 宅 建 設 事 業 184,405 2.7 176,105 8,300

小　　　　　計 803,429 12.0 696,859 0 0 0 62,011 44,559

幼 稚 園 施 設 整 備 事 業 23,664 0.3 23,664

小 学 校 施 設 整 備 事 業 394,019 5.9 323,231 53,188 17,600

中 学 校 施 設 整 備 事 業 62,387 1.6 62,387

学 校 給 食 施 設 整 備 事 業 131,375 2.0 27,015 104,360

社会教育施設施設整備事業 13,393 0.2 10,241 3,152

小　　　　　計 624,838 10.0 422,874 53,188 0 0 148,776 0

土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業 133,995 2.0 133,995

土 木 ・ 農 林 災 害 復 旧 事 業 88,223 1.3 88,223

小　　　　　計 222,218 3.3 222,218 0 0 0 0 0

そ の 他 臨時財政対策債・減税補てん債等 2,916,276 43.0 2,282,944 3,598 227,014 340,817 61,903

3,692,657 56,786 227,014 37,200 769,171 1,912,705

55.1 0.8 3.4 0.5 11.5 28.7

　　　平 成 30 年 度 末　地 方 債 現 在 高 調
（単位：千円）

区　　分 地方債現在高 左の構成比

地  方  債  現  在  高  の  借  入  先  別  内  訳

政　府　資　金
県振興基金 銀行等 金融機構

100.0

総 務 費

土 木 費

教 育 費

災害復旧費

合　　　　　　　　　計 6,695,533



国県支出金 地方債
その他の
特定財源

一般財源 国県支出金 地方債
その他の
特定財源

一般財源

新中町復興公営住宅集会所建設事業費（繰越明許費含む） 32,592 23,834 8,758 農業基盤整備促進事業費（繰越明許費含む） 430,883 333,934 96,949

光ファイバケーブル移転工事費 11,863 11,863 山木屋地区帰還再生生活道路整備工事費 86,281 76,235 10,046

井戸掘削工事費 11,741 11,741 道路維持修繕事業費（繰越明許費含む） 64,643 64,643

旧福島県繊維試験場跡地整備事業費 10,141 10,141 公営住宅長寿命化対策費 48,655 22,492 22,400 3,763

その他（地域情報システム管理費など） 24,855 4,660 6,500 13,695 橋りょう長寿命化補修事業費（繰越明許費含む） 36,099 20,983 8,800 6,316

計 91,192 16,401 6,500 23,834 44,457 町道新中町中道線道路改良事業費（繰越明許費含む） 27,350 10,270 5,600 11,480

放射性物質汚染物質運搬費 300,900 300,900 町道平場線道路改良工事費（繰越明許費含む） 26,532 25,500 1,032

仮置場整備・管理費 243,914 243,914 町道西町線道路改良工事費（繰越明許費含む） 22,188 22,100 88

その他（川俣ホーム整備事業負担金など） 19,373 18 19,355 公園施設長寿命化事業費 21,843 10,000 9,000 2,843

計 564,187 544,832 0 0 19,355 町道西方飯野線道路改良事業費 21,558 9,416 5,100 7,042

浄化槽設置整備事業費 21,491 11,482 10,009 町道廣町・宮ノ後線道路改良事業費（繰越明許費含む） 13,605 561 8,300 4,744

太陽光発電システム設置整備事業費 1,066 1,066 町道芦沼田線道路改良事業費 11,967 11,900 67

子育て世代包括支援センター事業費 86 86 河川維持補修事業費 11,417 11,417

計 22,643 11,482 0 0 11,161 その他（街路灯設置費など） 34,803 158 34,645

施設園芸導入推進事業費（繰越明許費含む） 604,370 440,648 163,722 計 857,824 149,957 118,700 344,138 245,029

粗飼料生産流通拠点施設整備事業費（逓次繰越し含む） 453,625 262,829 99,420 91,376 デジタル防災行政無線整備事業費 112,530 112,400 130

ため池除染事業費 220,093 183,602 36,491 消防施設整備事業費 24,814 20,700 4,114

ふくしま森林再生事業費（繰越明許費含む） 140,144 113,004 27,140 消防施設維持費（繰越明許費含む） 6,736 6,736

県営一般農道整備事業負担金 84,000 84,000 計 144,080 0 133,100 4,114 6,866

震災対策・戦略作物生産基盤整備事業費負担金 58,125 58,125 山木屋小中学校建設事業費（繰越明許費含む） 90,992 64,103 26,889

林業専用道路整備事業費 41,852 20,287 21,565 中学校校舎等施設修繕等工事費 60,008 14,147 45,861

農業用水路等改修工事費（繰越明許費含む） 21,629 21,629 川俣プール解体事業費 28,940 28,900 40

林道工事費 10,026 10,026 小学校校舎等施設修繕等工事費 15,848 15,848

その他（集会施設管理運営事業費など） 29,180 29,180 大綱木グラウンド整備事業費 13,997 13,997

計 1,663,044 1,020,370 0 99,420 543,254 中央公民館改修工事費（繰越明許費含む） 10,664 10,664

道の駅施設等改修事業費 5,180 5,180 山木屋幼稚園改修事業費 10,346 6,931 3,415

観光振興事業費 1,202 1,202 その他（体育館修繕工事費など） 27,241 1,750 3,281 22,210

空き店舗活用事業補助金 713 713 計 258,036 86,931 28,900 3,281 138,924

計 7,095 0 0 0 7,095 合　　　計 3,608,101 1,829,973 287,200 474,787 1,016,141

土

木

費

教

育

費

財源内訳 財源内訳

消

防

費

事業名又は経費種目 決算額

総

務

費

民

生

費

衛

生

費

農

林

水

産

費

商

工

費

※決算統計より引用

（ 単位 ：千円　） （ 単位 ：千円　）

平成３０年度　一般会計投資的経費調（普通建設事業費）

区分 事業名又は経費種目 決算額 区分



国県支出金 地方債
その他の
特定財源 一般財源 国県支出金 地方債

その他の
特定財源 一般財源

除染対策事業費 595,095 591,858 3,237 震災対策・戦略作物生産基盤整備事業費負担金 58,125 58,125

福島原子力災害避難区域等帰還・再生加速事業費 149,816 135,711 10,046 4,059 林業専用道路整備事業費 41,852 20,287 21,565

ため池除染事業費（繰越明許費含む） 224,450 183,602 40,848 米全袋検査事業補助金 21,036 21,036

モニタリング事業費 52,415 52,415 「ふくしまプライド。」販売力強化支援事業費 2,984 2,984

住民支援事業費 37,958 35,969 1,989 原子力被災１２市町村農業者支援事業費 871 871

山木屋地区復興拠点商業施設管理費 37,235 9,777 11,000 16,458 農地等除染対策事業費 529 529

新中町復興公営住宅集会所建設事業費（繰越明許費含む） 32,592 23,834 8,758 計 1,981,723 959,560 0 433,354 588,809

災害派遣職員負担金 26,781 26,781 プレミアム付商品券発行事業費 59,909 59,909

原子力災害復興基金積立金 12,500 12,500 工業団地造成事業特別会計繰出金 23,128 15,200 7,928

計 1,168,842 1,009,332 0 57,380 102,130 計 83,037 75,109 0 0 7,928

応急仮設住宅撤去事業費 29,800 29,800 山木屋地区町道・林道舗装復旧事業費 448,918 448,918

子どもの屋内遊び場事業費 14,795 14,795 山木屋教員住宅機能回復工事費 32,886 32,886

国民健康保険事業特別会計繰出金 12,827 12,654 173 計 481,804 481,804 0 0 0

緊急通報体制整備事業費 3,823 108 3,715 地域安全パトロール事業費 100,812 100,784 28

計 61,245 42,562 0 0 18,683 災害記録誌作成事業費 2,797 2,797

内部被ばく検査事業費 10,315 10,315 計 103,609 100,784 0 0 2,825

放射線健康対策事業費 1,669 1,669 山木屋小中学校建設事業費（繰越明許費含む） 90,998 64,103 26,895

側溝汚泥放射能濃度測定委託料 140 140 山木屋幼稚園改修事業費 10,346 6,931 3,415

計 12,124 11,984 0 0 140 山木屋小中学校スクールバス運行費 6,192 6,192

施設園芸導入推進事業費（繰越明許費含む） 604,370 440,648 163,722 避難児童・生徒等支援事業費 3,612 1,750 1,862

粗飼料生産流通拠点施設整備事業費（逓次繰越し含む） 474,713 262,829 99,420 112,464 教育復興推進事業 912 912

農業基盤整備促進事業費（繰越明許費含む） 430,903 333,934 96,969 計 112,060 79,888 0 0 32,172

ふくしま森林再生事業費（繰越明許費含む） 143,371 113,004 30,367 山木屋地区農業用施設災害復旧事業費（繰越明許費含む） 71,693 69,200 2,493

営農再開支援事業 118,969 118,937 32 計 71,693 69,200 0 0 2,493

県営一般農道整備事業負担金 84,000 84,000 合　　　計 4,076,137 2,830,223 0 490,734 755,180
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決算額

（ 単位 ：千円　） （ 単位 ：千円　）
財源内訳

平成３０年度　東日本大震災及び原子力災害に要した主な経費調（一般会計）

区分 事業名又は経費種目 決算額 区分 事業名又は経費種目
財源内訳


